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要旨 
 
本稿では，ブラジルにおける男女間賃金格差を，労働市場における男女差別という観点

から議論する。 
ブラジルにおいては，女性の教育水準は男性よりも高く，教育機会に関する男女差別は

ないと考えられる。しかし，女性の高学歴が労働市場において職業決定や賃金に反映され
ているかは明らかではない。 
本稿では一般に賃金格差の要因分解によく用いられる Blinder-Oaxaca 分解を拡張した

Brown, Moon and Zoloth (1980)の方法に基づき，賃金格差を同一職業内での賃金格差と職
業構成の差による賃金格差とに分解する。さらにこれらの賃金格差の要因から男女の属性
の格差により説明される部分を取り出し，賃金格差のうち男女差別によると考えられる部
分がどの程度であるかを計測する。 

分析の結果，ブラジルにおいては女性の高学歴が賃金に反映されておらず，労働市場に
おいて男女差別が存在することが明らかとなった。また，女性は高い賃金を得られる職業
に就ける機会において差別を受けているわけではなく，同一職業内の賃金において差別を
受けているということが明らかとなった。 
 
 
 
†本稿の執筆に当たり，神戸大学大学院経済学研究科の田中康秀教授，神戸大学経済経営研究所の西島章次教授，浜口

伸明教授に丁寧なご指導をいただいた。また，本研究は兼松フェローシップに入賞して奨励金を受けており，兼松フェ

ローシップの匿名のレフェリー3 名からは非常に有益なコメントをいただいた。神戸大学大学院国際協力研究科博士後

期課程の河合沙織氏には資料の整理と翻訳をお手伝いいただいた。記して感謝する。 
 なお，いうまでもなく，残されたすべての誤謬は筆者の責任である。 
 
＊[連絡先] 野村 友和 

 〒657-8501 神戸市灘区六甲台町２－１  神戸大学大学院経済学研究科  

Tel: 078-803-6881（研究室直通）, E-Mail: nomura@econ.kobe-u.ac.jp 



目 次

I はじめに 2

II 分析方法 5

1 賃金格差の要因分解 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5

2 職業決定の多項ロジット・モデル . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8

3 賃金関数の推定 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10

III データ 12

IV 分析結果 14

1 職業決定モデル . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14

2 賃金関数 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15

3 賃金格差の要因分解 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 17

V 結論 19

参考文献 24

注 27

図表 29

1



I はじめに

本稿では，ブラジルにおける男女間賃金格差を，労働市場における男女差別という観点

から議論する。

ブラジルは世界で最も所得分配の不平等な国の一つといわれ，UNDP (2006)によると，

上位 20%と下位 20%のそれぞれの所得階級が得ている所得の比率は 23.7倍にも上り，ジニ

係数も 0.58と高い値を示している。その一方で，ブラジルは「差別のない国」として知ら

れ，特に人種に関しては，米国と異なり「混血」が肯定的に扱われてきたという歴史を有

する(注 1)。しかし，男女差別に関する研究には十分な蓄積がないのが現状である。

社会における差別の存在は，資源配分を歪めることにより，経済パフォーマンスに悪影

響を及ぼす可能性がある。World Bank (2001)は，男女差別は経済成長にとっての「足か

せ」となり，また，それにより生じる社会的なコストは低所得国ほど大きいと述べている。

発展途上国における男女の不平等について取り上げる際，まず議論されるのが教育機会

の不平等である。World Bank (2001)によれば，多くの発展途上国においては，女性に対

して男性と平等な教育機会が与えられておらず，それが男女の所得や地位の格差を生んで

いる。

しかしながら，ブラジルをはじめとする一部のラテン・アメリカ諸国においては，女性

の教育水準は男性に比べて同程度かあるいは高い。実際 Inep/MEC (2004)によれば，1990

年代から 2000年代にかけてブラジルの家計調査から算出した平均修学年数は，就業者だけ

で見た場合，非就業者を含めた場合のいずれにおいても女性の方が長くなっている。した

がって，上述のような低所得国における男女の教育機会の不平等という問題は，ブラジル
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には当てはまらないと考えられる。

しかし，男女の教育機会が平等であっても，労働市場の教育に対する評価が異なる，す

なわち男女差別により同じ教育水準の男女が得られる職業機会や賃金が異なるという可能

性がある。そのような労働市場における男女差別の存在は，資源配分を歪め，やはり経済

成長の「足かせ」になるであろう。実際にブラジルにおいては，女性の方が修学年数が長

く，その他の属性に大きな男女差が見られないことから，教育に対する評価に男女差別が

なければ女性の方が高い賃金を得ているはずである。しかし，現実には女性の平均賃金は

男性を下回っており，男女差別が存在することが示唆される。

ブラジルにおける男女間賃金格差を扱った研究では，Lovell (2000)が 1980年および 1991

年のセンサス・データを用いた分析を行っている。彼は，人種および性別で分けられた 4つ

のグループの賃金を比較し，人種にかかわらず女性が差別により過小な賃金しか受け取っ

ていないということを示している。また，彼の結果によれば差別は 1980年から 1991年の

分析期間中に拡大している。Loureiro, Carneiro and Sachsida (2004)は家計調査データを

用いて，その後の 1992年から 1998年までの期間においても引き続き男女差別は拡大して

いることを示している(注 2)。さらに，野村・田中 (2007)はハイパー・インフレが収束した

後の 1996年から 2005年の家計調査データを用いて，この間に男女差別が縮小傾向に転じ

ていることを示している。

これらの先行研究における分析は，いずれも Blinder (1973)やOaxaca (1973)による賃

金格差の要因分解を用いたものである。Blinder-Oaxaca分解はグループ間の賃金格差のう

ち，修学年数や経験年数といった属性の違いから説明される部分を取り出し，残った説明
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されない部分を差別であると考える方法で，賃金格差の分析に幅広く用いられている。

しかし，Blinder-Oaxaca分解には，男女間の賃金格差の要因が同一職業内の賃金格差で

あるのか，あるいは職業機会の格差による賃金格差であるのかを区別することができない

という問題点が指摘されている。賃金の高い職業に就ける機会に男女差別があれば，それ

は賃金格差の重要な要因となり，職業機会の格差を考慮した分析が求められる。上述の先

行研究の中では，Lovell (2000)が男女や人種間の職業構成の違いについて述べているが，

分析は記述的なものにとどまっている。

そこで本稿では Brown, Moon and Zoloth (1980)による方法を用いて，ブラジルにおけ

る男女間賃金格差を，同一職業内の賃金格差と職業機会の格差による賃金格差とに分解した

うえで，それらをさらに男女の属性の格差から説明される部分と説明されない部分とに分

解する。これにより，男女間賃金格差のうち，男女の属性の差からは説明されない部分，す

なわち男女差別によると考えられる部分がどの程度であるかという従来の Blinder-Oaxaca

分解による分析結果に加え，同一職業内での格差と職業機会の格差のいずれが重要である

のかということが明らかとなる。

以下，次節では分析方法について説明し，第 3節では分析に用いたデータについて説明

する。第 4節では分析結果について述べ，第 5節では結論を述べる。
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II 分析方法

1 賃金格差の要因分解

男女間や人種間など，グループ間の賃金格差を分析する方法として，Blinder (1973)や

Oaxaca (1973)による賃金格差の要因分解が幅広く用いられている。Blinder-Oaxaca分解

はグループ間の平均賃金の格差を，各グループの労働者の学歴や職歴といった生産性を決

定する属性の違いによって説明される部分と，そのような属性からは説明することができ

ない部分とに分解する。そして，後者は労働市場における男女差別を反映した賃金格差で

あると見なされる。

Blinder-Oaxaca分解の問題点として，グループ間の賃金格差が，平均的な賃金の高い（低

い）職業に就いている労働者の割合がグループ間で異なることによるものであるのか，あ

るいは同一の職業に就いていても賃金の評価に格差があることによるものであるのかを区

別できないということが指摘される。この問題に対して，Brown, Moon and Zoloth (1980)

は，賃金格差を職業構成の差による格差と同一職業内の格差とに分解し，さらに職業構成

の差による格差も，同一職業内の格差と同様に，各グループの労働者の属性により説明さ

れる部分と，それ以外の部分，すなわち職業機会の差別と見なされる部分とに分解する方

法を提唱している。

まず，Blinder-Oaxaca分解について説明しておこう。いま，男女それぞれの賃金関数が
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以下のような対数線形であると仮定する。

ln wM
i = Xiβ

M + uM
i (1)

ln wF
i = Xiβ

F + uF
i (2)

ここで，添え字のM，F はそれぞれ男性および女性を表すものとする。wは時間あたり賃

金，X は賃金に影響を与える属性（説明変数）のベクトル，βは賃金関数のパラメータ，u

は誤差項である。Blinder-Oaxaca分解の基本的な考え方は，男女の属性が労働市場で平等

に評価されるなら βM と βF は等しくなるはずであり，βM と βF が異なるならば，その差

が労働市場における賃金評価の男女差別を表しているというものである。

いま，最小自乗法により男女それぞれの賃金関数のパラメータを推定し，その推定値を

β̂M，β̂F とする。回帰直線は被説明変数と説明変数の平均を通るという性質から，以下の

式が成立する。

lnwM = X̄M β̂M (3)

lnwF = X̄F β̂F (4)

ここで，ln wは対数賃金の平均，X̄ は説明変数の平均値のベクトルである。

これを用いて，男女の対数賃金の平均の差，すなわち男女間賃金格差を以下のように分

解することが可能である。

ln wM − lnwF = X̄M β̂M − X̄F β̂F

= (X̄M − X̄F )β̂M + X̄F (β̂M − β̂F ) (5)

(5)式の右辺第一項は，仮に男女の属性が労働市場において β̂M という賃金構造で平等に
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評価されていれば成立したであろう賃金格差であり，男女の属性の差（X̄M − X̄F）を反

映していることから「属性格差」と呼ばれる。一方，第二項は男女の属性に対する評価の

差（β̂M − β̂F），すなわち男女差別により生じる賃金格差であり，「評価格差」と呼ばれる。

このような賃金格差の要因分解に，男女間の「職業の分断」（Occupational segregation）

を取り入れた分析方法は，Brown, Moon and Zoloth (1980)により提唱されている。いま，

職業が j = 1, · · · , J の J 種類あるとしよう。各職業についての，男女別の賃金関数が以下

のように表されているとする。

lnwM
ji = Xjiβ

M
j + uM

ji , j = 1, · · · , J (6)

lnwF
ji = Xjiβ

F
j + uF

ji , j = 1, · · · , J (7)

男女の職業 jに就いている労働者の割合をそれぞれ pM
j ，pF

j (j = 1, · · · , J)とすれば，上の

場合と同様に男女間の平均賃金の格差は以下のように分解することが可能である。

lnwM − lnwF =
∑

j

(pM
j X̄M

j β̂M
j − pF

j X̄F
j β̂F

j )

=
∑

j

pF
j (X̄M

j β̂M
j − X̄F

j β̂F
j ) +

∑
j

X̄M
j β̂M

j (pM
j − pF

j ) (8)

ここで，右辺第一項は同一職業内の賃金格差を表す部分，第二項は職業構成の差による賃

金格差を表す部分と解釈することが可能である。

(8)式の右辺第一項，すなわち同一職業内の賃金格差は上の場合と同様に，男女の属性の

差により説明される部分と，説明されない部分に分解することが可能である。

∑
j

pF
j (X̄M

j β̂M
j − X̄F

j β̂F
j ) =

∑
j

pF
j X̄F

j (β̂M
j − β̂F

j ) +
∑

j

pF
j (X̄M

j − X̄F
j )β̂M

j (9)

次に，(8)式の右辺第二項，すなわち職業構成の差による賃金格差を表す部分も同様に，
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男女の属性の差により説明される部分と，説明されない部分とに分解することを考えよう。

いま，女性の職業が男性と同様の構造によって決定されているとすれば成立したであろう

女性の職業構成を p̂F
j (j = 1, · · · , J)と定義する。すると，(8)式の右辺第二項は以下のよ

うに分解することが可能である。

∑
j

X̄M
j β̂M

j (pM
j − pF

j ) =
∑

j

lnwM
j (pM

j − p̂F
j ) +

∑
j

lnwM
j (p̂F

j − pF
j ) (10)

ここで，右辺第一項の (pM
j − p̂F

j )は職業決定の構造が男女で同一であった場合，すなわち

職業機会に男女差別がなかった場合における男女の職業構成の差を表す。したがって右辺第

一項は，男女間賃金格差のうちで，男女の属性の差から生じる職業構成の差によって説明

される部分である。一方，右辺第二項は男女の属性の差からは説明されない職業構成の差

から生じる賃金格差であり，この部分が男女の職業機会の差別を表していると見なされる。

以上をまとめると男女間の平均賃金の格差は，以下のように 4つの部分に分解される。

lnwM − lnwF =
∑

j

pF
j X̄F

j (β̂M
j − β̂F

j ) +
∑

j

pF
j (X̄M

j − X̄F
j )β̂M

j

+
∑

j

lnwM
j (pM

j − p̂F
j ) +

∑
j

lnwM
j (p̂F

j − pF
j ) (11)

(11)式の右辺の各項についての解釈は，表 1のようにまとめられる(注 3)。

2 職業決定の多項ロジット・モデル

(11)式による賃金格差の分解を行うために，われわれは p̂F
j (j = 1, · · · , J)を知る必要

がある。p̂F
j (j = 1, · · · , J)は，女性の職業が男性と同様の構造によって決定されていると

すれば成立したであろう女性の職業構成であり，観察することは不可能である。そこで，
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Brown, Moon and Zoloth (1980)はまず男性の職業決定の構造を推定し，推定されたパラ

メータを女性のデータに当てはめることにより p̂F
j (j = 1, · · · , J)を推定している。

労働者の職業は，需要側（雇用主）および供給側（労働者）の双方の要因によって決定

される。しかし，データの制約上労働需要関数と労働供給関数のそれぞれを推定すること

は困難である。ここでは Schmidt and Strauss (1975)に従い，需要関数と供給関数をそれ

ぞれ特定化するのではなく，以下の多項ロジット・モデルを職業決定の誘導型モデルとし

て用いる。

Pr(oci = j) = f(Zi) (12)

ここで，ociは個人 iの職業を表し，Pr(oci = j)は個人 iが職業 jに属する確率である。ま

た，Zi は労働の需要および供給に影響を及ぼす変数のベクトルである。

多項ロジット・モデルは，労働者がある職業に属する確率に，様々な労働需要・供給要

因がどのような影響を及ぼすかを計測する。推定されたパラメータを γj とすれば，労働者

iが職業 j に属する確率は以下のように表される。

Pr(oci = j) =
exp(Ziγj)∑J

k=1 exp(Ziγk)
(13)

われわれはこの職業決定の多項ロジット・モデルを男性のサンプルについて推定し，得

られたパラメータを女性のデータに当てはめることにより，それぞれの女性が職業 j に属

している確率を求める。この確率の女性全体での平均は，女性の職業決定の構造が男性と

同じであった場合における女性の職業構成を表していると考えることができ，ここではこ

れを p̂F
j (j = 1, · · · , J)の推定値として用いる。
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3 賃金関数の推定

続いてわれわれは，職業別・男女別の賃金関数を推定する必要がある。

まず問題となるのは，前節で述べたように労働者の職業は労働需要・供給双方の要因に

よって決定されており，各職業に属するサンプルは無作為に決定されているわけではない

ということである。したがって，職業別の賃金関数をそのまま推定すれば，推定されたパ

ラメータにはサンプルセレクション・バイアスが生じる。

このようなサンプルセレクション・バイアスを考慮した分析の方法は，Lee (1983)によっ

て一般化されている。職業決定の多項ロジット・モデルの推定結果を用いて，労働者 iが

jという職業に就いているという条件の下での賃金関数は以下のように書くことができる。

lnwj,i = Xj,iβj − σjρj
ϕ[τ(Zj,iγj)]
F (Zj,iγj)

+ uj,i (14)

ここで，σは賃金関数の誤差項の標準誤差，ρは賃金関数と職業決定の多項ロジット・モデ

ルそれぞれの誤差項の相関を表す。F は (13)式により求められる労働者 iが職業 j に属す

る確率，ϕは標準正規分布の密度関数，τ は Zj,iγj を標準正規分布に従う確率変数に変換

する関数である。

Blinder-Oaxacaタイプの分解を用いた分析では，多くの場合賃金関数として対数賃金が

修学年数に対して連続かつ線形である標準的なMincer型賃金関数が用いられている。標

準的なMincer型賃金関数においては，初等教育から高等教育まですべての段階において

学校教育に対する 1年あたりの収益率が一定であると仮定されている。しかし，現実には

初等教育と中等教育，高等教育ではそれぞれ 1年あたりの収益率は異なるであろう。また

Spence (1973)や Arrow (1973)のモデルのように学校教育を卒業することがシグナルとし
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て機能しているなら，学校を卒業した時点で賃金が非連続的に上昇することも考えられる。

本稿では Hungerford and Solon (1987)に従い，学歴・賃金プロファイルに上述のよう

な段階ごとの収益率の違いや非連続的な上昇を想定し，以下のような賃金関数の定式化を

用いる。

lnwi = β0Si + β11d1i + β12d1i(Si − 8) + β21d2i + β22d2i(Si − 11) + β3d3i + β4d4i

+xiθ + ui (15)

ここで，S は修学年数，d1, d2, d3はそれぞれ初等，中等，高等教育を卒業している場合に

1となるダミー変数，d4 は大学院以上の教育を受けた場合に 1となるダミー変数である。

また，xは賃金に影響を与えるその他の説明変数のベクトル，θ はその係数ベクトルであ

り，uは誤差項である。

図 1は，(15)式の賃金関数で表されるような学歴・賃金プロファイルを図示したもので

ある。ブラジルにおいては初等教育が 8年間，中等教育が 3年間であるので，ここでは学

校教育の 8年目および 11年目において学歴・賃金プロファイルの非連続な上昇と傾きの変

化が生じると仮定されている。

(15)式を推定して得られる β0 の値は，初等教育 1年あたりの収益率を表している。ま

た，β12, β22 はそれぞれ初等教育と中等教育，中等教育と高等教育の 1年あたりの収益率

の差を表しており，中等教育 1年あたりの収益率は β0 + β12，高等教育 1年あたりの収益

率は β0 + β12 + β22 となる。β11, β21, β31 はそれぞれ初等，中等，高等教育を卒業した際

に，どれだけ非連続的に賃金が上昇するかを表しており，sheepskin effectと呼ばれる。

このような賃金関数を推定することにより，学校教育のどの段階が賃金を決定する要因
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として重要であるか，そして各段階の学校教育に対する労働市場の評価が男女間でどのよ

うに異なるかが明らかになる。

III データ

本稿での分析に用いるデータは，Instituto Brasileiro de Geografia e Estat́ıstica（IBGE:

ブラジル地理統計院）による PNAD（Pesquisa Nacional por Amostra de Domićılios）の

2006年版である。PNADは国勢調査の行われる年を除きほぼ毎年実施されている全国規模

の家計調査であり，2006年版ではおよそ 14万 6千世帯 41万人のデータが利用可能となっ

ている。

賃金関数を用いた教育の私的収益率の推定，とりわけ sheepskin effectに関する研究の多

くは，アメリカの CPS（Current Population Survey）を利用したものである。CPSでは

個人の学歴に関して，1991年までは修学年数が報告されていたが，1992年以降はデータの

仕様の変更により最後に取得した学位のみが報告されている。利用可能なデータが修学年

数のみである場合，ある個人の修学年数が各教育段階の卒業に要する標準的な年数であっ

たとしても，留年などの可能性も考えられるためその個人が最終学歴を卒業して学位を取

得しているどうかかを確実に判断することはできない。Hungerford and Solon (1987)や

Belman and Heywood (1991)をはじめとする 1991年以前の CPSを用いた研究では，修

学年数が初等，中等，高等教育の卒業に必要となる標準的な修学年数である 8，12，16年

以上の個人はすべて対応する学位を取得したと見なされており，そのため sheepskin effect

が過小に推定されている可能性が指摘されている(注 4)。その一方で，利用可能なデータが
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最終的に取得した学位のみである場合には，修学年数で賃金を回帰することができないた

め，教育 1年あたりの収益率を求めることができない。

バイアスを伴わない sheepskin effectを推定するためには，修学年数および学位に関する

データの両方が利用可能であることが望ましい。PNADの特徴は，個人の最終学歴に関し

て，どの段階 (初等・中等・高等教育)のどの学年までを修了したかということに加え，そ

の段階の学校教育を卒業したかどうかが報告されていることである。したがって，実際に

学校に通った年数ではなく，最終学歴 (段階および学年)を達成するために必要となる標準

的な年数を算出し，修学年数として用いることができる。ブラジルにおいては，義務教育

とされている初等教育においても学年ごとに修了試験が課せられ，留年や中退が後を絶た

ない。このような現状を考慮すれば，どの学年まで修了したのかということや，学校を卒

業したのかどうかということが，何年間学校に在籍したかということよりも重要であると

考えられる。

また，PNAD では職業は CBO（Classificação Brasileira de Ocupações）と呼ばれる

ISCO-88（International Statistical Classification of Occupations）に倣ったコードで分

類されている。CBOの大分類に基づき，職業は 10のカテゴリーに分類される。そのうち

農業部門，軍事関係および分類不可能を除外すれば，「管理職」，「専門職」，「技術職」，「事

務職」，「サービス職」，「販売職」，「製造職」が残る。

われわれの関心は賃金格差にあるため，分析対象を生産年齢人口（15～64歳）で賃金を

受け取っている労働者に限定し，自営業者や雇用主，自家消費のための生産を行う家計な

どは除外する。さらに，学歴や年齢など分析に必要な項目が欠損値となっているサンプル
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を除外することにより，最終的に男性で 56,758件，女性で 51,650件のサンプルが残った。

このデータセットの記述統計は，職業別・男女別に表 2に報告されている。

IV 分析結果

1 職業決定モデル

男女それぞれについて，職業決定の多項ロジット・モデルを推定した結果は表 3および表

4に報告されている(注 5)。職業決定モデルの説明変数には，Schmidt and Strauss (1975)に

代表される先行研究に従い，修学年数，経験年数(注 6)とその自乗項，勤続年数とその自乗

項を用いた。加えて，正規雇用(注 7)であるかどうか，公務員であるかどうか，労働組合に

加入しているかどうか，人種，結婚しているかどうか，居住地区(注 8)，産業をコントロー

ルした。

多項ロジット・モデルの推定は，男性について観測数が最も大きい製造職を基準とした。

また，男女それぞれについて，IIA（Independence from Irrelevant Alternatives）に関す

る Hausman検定を行った結果，IIAは棄却されなかった。

推定された係数の符号は男女とも概ね理論から予想されるものと整合的であった。特に

修学年数は，男女ともにいずれの相対リスク比に対しても統計的に有意な影響を与えてお

り，修学年数が長いほど管理職や専門職といった平均的な賃金の高い職業に就いている確

率が高く，サービス職や製造職といった平均的な賃金の低い職業に就いている確率が低い

ということがわかった。

また，経験年数が長いほど管理職に就いている確率は高くなるが，管理職以外の職業に
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ついては，必ずしも経験年数が長いほど平均的な賃金の高い職業に就いている確率が高く

なっているというわけではないということがわかった。一方で，勤続年数については，修学

年数と同様に，平均的な賃金の高い職業に就いている確率に対して正の影響を与えている。

人種に関しては，白人であることと黒人であることとがいずれの職業に就いている確率

にも逆の影響を与えている。特に白人であることは男女ともにいずれの相対リスク比に対

しても概ね統計的に有意な影響を与えており，白人は管理職や専門職，技術職といった平

均的な賃金の高い職業に就いている確率が高いということがわかる。この結果から，ブラ

ジルにおいては職業決定に少なからず人種差別があるということが示唆される。

2 賃金関数

続いて，職業決定モデルの推定結果を用いて，男女別・職業別に賃金関数の推定を行っ

た結果が表 5である。

前述のように，修学年数に関しては (15)式のような形状を想定した定式化を用いた。そ

の他の説明変数としては，経験年数とその自乗項，勤続年数とその自乗項，正規雇用であ

るかどうか，公務員であるかどうか，労働組合に加入しているかどうか，人種，結婚して

いるかどうか，居住地区，居住地域(注 9)を用いた。また，サンプルセレクション・バイア

スを修正するために以下の式で定義される λj,i を説明変数に加えて係数を推定した。

λj,i =
ϕ[τ(Zj,iγj)]
F (Zj,iγj)

(16)

なお，λj,i の値は，男女別に職業決定モデルの推定結果から求めた。

まず，全職業のサンプルを用いた推定結果を見ていこう。推定された修学年数の係数は
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男女とも統計的に有意であり，初等教育 1年あたりの収益率は男性で 3.5%，女性で 2.0%で

あった。初等教育を卒業することによる sheepskin effectは男女とも 3.7%となっており，統

計的にも有意である。

初等教育と中等教育の 1年あたりの収益率の差は，男性で-0.3%，女性で 2.2%であるが，

男性については統計的に有意ではない。中等教育を卒業することによる sheepskin effectは

男性で 17.4%，女性で 16.2%となっている。したがって，中等教育卒業までは学歴による

賃金の上昇が緩やかであり，中等教育卒業により非連続的に賃金が上昇するということが

わかる。

さらに，中等教育と大学の 1年あたりの収益率の差は，男性で 18.8%，女性で 16.2%と

非常に大きい。また，大学を卒業することによる sheepskin effectは男性で 11.8%，女性で

9.2%であり，最終学歴が中等教育卒業と大学卒業の労働者の間では，男性で 99.8%，女性

で 85.2%の賃金格差が生じることになる。

職業ごとの推定では，職業により教育の収益率に異なる傾向があることが明らかとなった。

まず，管理職においては，男性については修学年数の係数の推定値は統計的に有意であ

るが，学歴・賃金プロファイルの非連続性は確認されなかった。また，女性については，学

歴が賃金に与える影響は統計的に有意ではない。

管理職以外の職業では，専門職においては大学卒業の sheepskin effectは統計的に有意で

あるが，それ以前の学歴は評価されていない。技術職においては中等教育卒業以降の収益

率が高くなっている。これらの平均的な賃金の高い職業に対して，残りの比較的賃金が低

い職業においては，中等教育卒業から大学の途中までの収益率が高くなっており，大学卒
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業の sheepskin effectは統計的に有意ではない。

また，λの係数の推定値は，概ねいずれの職業でも統計的に有意であり，職業と賃金の

決定が独立ではないことを示している。

3 賃金格差の要因分解

以上の結果を用いて，(11)式による賃金格差の要因分解を行った結果が表 6である。

まず，職業決定モデルの結果を用いて，職業決定の構造が男女で同一であった場合，す

なわち職業機会において男女間差別がなかった場合における女性の職業構成 p̂F
j の推定値

について見ておこう。この値は，男性の職業決定モデルを推定して得られたパラメータを，

女性の属性に当てはめることにより求めた。

女性の実際の職業構成である pF
j と p̂F

j の推定値とを比較すると，女性はその属性から予

想されるよりも製造職に就いている割合が 10%以上も小さく，その分事務職やサービス職

に就いている割合が大きくなっていることがわかった。

続いて，男女間賃金格差について見ていく。いずれの職業においても平均的な賃金は

女性よりも男性の方が高く，全職業での男女間賃金格差は 0.156である。この賃金格差を

Brown, Moon and Zoloth (1980)の方法により要因分解した結果，職業内属性格差が 0.022

で 14.44%を，職業内評価格差が 0.204で 130.99%を，職業間属性格差が-0.069で-44.32%を，

職業間評価格差が-0.002で-1.19%を占めていることがわかった。

要因分解の結果から，ブラジルにおける男女間賃金格差のうち，職業構成の差による部

分はマイナスとなっており，これは女性の方が平均的な賃金の高い職業に就いている割合
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が大きいことを意味する。一方で，同一職業内の賃金格差はプラスであり，これは同一職

業内では男性の方が高い賃金を受け取っていることを意味する。

属性格差の合計が-0.047であるということは，もし仮に男女が平等にそれぞれの属性を反

映した職業に就き，また職業内においても平等にそれぞれの属性を反映した賃金を得てい

るとすれば，男性の平均賃金は女性の平均賃金を 0.047だけ下回るということを意味する。

実際の男女間賃金格差から，男女の属性の差を反映した部分を取り除いた残りの部分は

労働市場における評価の格差，すなわち男女差別と見なすことができる。ブラジルにおい

ては，男女の属性の差からは，男性の平均賃金が 0.047だけ女性の平均賃金を下回ること

が予想されるが，実際には男性の平均賃金は 0.156だけ女性の平均賃金を上回っており，こ

の差の 0.203が労働市場において女性が男性よりも低く評価されている部分であると解釈

することができる。

男女差別と見なされる部分の内訳を見てみると，職業間評価格差，すなわち職業機会に

関する差別の部分は値がマイナスであり，女性はわずかではあるがその属性から予想され

る以上に平均的な賃金が高い職業に多く就いていることがわかる。このことから，女性は

職業機会に関して差別を受けているわけではないということがいえる。一方で，職業内評

価格差，すなわち同一職業内での賃金差別の部分が 0.204と非常に大きい値を示しており，

同一職業内において女性はその属性から予想されるよりも低い賃金しか受け取っていない

ことがわかる。

同一職業内における賃金差別を理解するために，各職業における男女の実際の賃金分布と，

各職業内で女性の賃金が男性と同じ構造で決定されていた場合における仮想的な女性の賃金
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（モデル値）分布のカーネル密度推定を行ったものが図 2である。推定には Epanechnikov

カーネル関数を用いた。

この図において，男性の賃金分布と女性の仮想的な賃金分布の差は職業内属性格差を，女

性の実際の賃金分布と仮想的な賃金分布の差は職業内評価格差を表している。女性の賃金

が男性と同じ構造で決定されていた場合の女性の仮想的な賃金分布は，実際の女性の賃金

分布よりも右に位置しており，いずれの職業においても女性の賃金評価が男性よりも低い

ことが確認できる。

V 結論

本稿において，われわれはブラジルにおける男女間賃金格差の要因分解を行った。その

際，賃金格差を同一職業内での賃金格差と職業構成の差による賃金格差とに分解し，さら

にそれらを男女の属性の差により説明される部分と説明されない部分とに分解した。

賃金格差の要因分解を行うための手続きとして，われわれはまず職業決定の多項ロジッ

ト・モデルを推定した。その結果，学歴や労働市場での経験年数，勤続年数，そして人種

などが職業の決定に有意な影響を与えていることが明確となった。

次に，多項ロジット・モデルの推定結果を用いて，サンプルセレクション・バイアスを

考慮した職業別・男女別の賃金関数を推定した。その際，標準的なMincer型の賃金関数

ではなく，学校教育の各段階で一年あたりの収益率が異なることや，学校を卒業すること

により非連続的に賃金が上昇する sheepskin effectを考慮した賃金関数の定式化を用いた。

その結果，全ての職業のサンプルを用いた推定では，初等教育と中等教育の一年あたりの
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収益率の差は小さいが，大学教育の一年あたりの収益率は初等教育や中等教育に比べて極

端に高いということがわかった。また，sheepskin effectは中等教育と大学で大きく，初等

教育では比較的小さいことが明らかとなった。職業別の賃金関数の推定結果からは，平均

的な賃金の高い専門職や技術職においては中等教育卒業以上の学歴が賃金に影響しており，

その他の職業においては中等教育卒業以前の学歴が賃金に影響を与えているということが

明らかとなった。

職業決定の多項ロジット・モデル，職業別・男女別の賃金関数の推定結果を用いて，われ

われは Brown, Moon and Zoloth (1980)の方法で賃金格差の要因分解を行った。まず，男

性のサンプルを用いた多項ロジット・モデルの推定結果から，職業決定の構造が男女で同

一であった場合，すなわち職業機会において男女間差別がなかった場合における女性の職

業構成を推定した。その結果，女性はその属性から予想されるよりも，製造職に就いてい

る割合が小さく，その分サービス職や販売職に就いている割合が大きくなっていることが

明らかとなった。

ブラジルにおいては，女性は男性よりも高学歴であり，経験年数や勤続年数などその他

の賃金に影響を与える変数には大きな男女差認められない。したがって，仮に労働市場に

おける男女の評価が同じであれば，女性の平均賃金は男性よりも高くなるはずである。し

かし，現実には男性の平均賃金は女性を上回っており，労働市場において女性に対する差

別が存在することが明らかとなった。

男女差別の内訳を見ると，同一職業内での賃金決定において女性の高学歴が男性と同様

には評価されておらず，属性から説明されない評価の格差，すなわち賃金差別と考えられ
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る部分が非常に大きいことがわかった。その一方で，職業構成ついては，同じ属性の男性

に比べ女性は若干ではあるが平均的な賃金の高い職業に多く就いており，職業機会に関す

る男女差別は認められないことがわかった。

ブラジルにおける男女間賃金格差に関する先行研究では，Lovell (2000)，Loureiro, Carneiro

and Sachsida (2004)，野村・田中 (2007)がそれぞれ 1980年～91年，1992年～98年，1996

年～2005年の期間についてセンサスや家計調査を用いた分析を行っている。しかし，これ

らの研究で用いられている Blinder-Oaxaca分解の手法では，男女間の賃金格差の要因が同

一職業内の賃金格差であるのか，あるいは職業機会の格差であるのかを区別することがで

きない。これらの研究の中では，Lovell (2000)は男女の職業構成の差に着目しているが，

分析は記述的なものにとどまっている。職業決定の多項ロジット・モデルを推定すること

により，ブラジルにおける男女の職業構成の差を，男女の属性の差から説明される部分と

職業機会の差別と見なされる部分とに分解して議論したことは本稿の貢献である。

また，本研究と同様の分析手法を用いた先行研究ではMeng and Miller (1995)，Brown,

Pagan and Rodriguez-Oreggia (1999)がそれぞれ中国，メキシコの男女間賃金格差につい

て，Liu, Zhang and Chong (2004)が香港における移民と香港生まれの労働者の間の賃金

格差について分析している。いずれの研究も，職業機会の格差よりも同一職業内における

評価の格差が賃金格差の要因として大きいという結果を得ており，われわれがブラジルに

ついて得た結果は概ねこれらの先行研究と整合的なものである。

われわれが得た結論は，以下のような政策的インプリケーションを持つ。第一に，先に

述べたように発展途上国における男女の不平等を取り上げる際にまず議論されるのは教育
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機会の不平等であるが，女性に男性と同様かあるいはそれ以上の教育機会が与えられたと

しても，労働市場の教育に対する評価に男女差別が存在すれば，当然のことながら男女の

平等は達成されない。ここでの分析結果はそのような男女差別が存在することを示唆して

おり，発展途上国においては男女間の教育機会の格差を縮小させるのと同時に，労働市場

における男女の評価の格差も縮小させるような政策が求められることを意味する。

第二に，労働市場における男女の平等を実現するためには，職業の分断（occupational

segregation）ではなく，同一職業内における評価の格差，すなわち賃金差別を是正するよ

うな政策が求められるということである。発展途上国において効率的な労働資源の配分を

達成するためには，男女を問わず生産性に見合った賃金が支払われる必要がある。すなわ

ち，同一価値の労働に対して，男女を問わず同一の賃金を支払わなければならないような

制度の構築が課題となる。

ただし，この分析で計測された男女差別の一部は，本来賃金に影響を与えている変数の

いくつかがモデルに含まれていないことによるものである可能性がある。たとえば，女性

の大学進学率は男性よりも高いが，男性と女性では大学で受ける教育の質が異なっており，

そのために収益率が異なっているのかもしれない。

また，本稿の分析では職業決定モデルを考慮したが，労働市場に参入するかどうかの決

定については議論しなかった。現在働いていない女性が仮に労働市場に参入しても低い賃

金しか得られないなら，働いている女性が享受している教育の収益は観察されるよりも高

くなる。あるいは，女性には職業決定以前に賃金労働者として労働市場に参入するという

こと自体に障壁があり，それ故に高学歴にならざるを得ないということも考えられる。
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このような問題点は，ここで用いたデータからは解決することが困難であるため今後の

課題としたい。
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cionais Ańısio Teixeira/MEC.

Jaeger, David A. and Marianne E. Page 1996. “Degrees Matter: New Evidence on

Sheepskin Effects in the Returns to Education,” Review of Economics and Statis-

tics, Vol. 78, No. 4, 733-740.

Lee, Lung-Fei 1983. “Generalized Econometric Models with Selectivity,” Econo-

metrica, Vol. 51, No. 2, 507-512.

Liu, Pak-Wai, Junsen Zhang, and Shu-Chuen Chong 2004. “Occupational Segrega-

tion and Wage Differentials between Natives and Immigrants: Evidence from Hong

Kong,” Journal of Development Economics, Vol. 73, No. 1, 395-413.

Loureiro, Paulo R.A., Francisco Galrao Carneiro, and Adolfo Sachsida 2004. “Race

and Gender Discrimination in the Labor Market: An Urban and Rural Sector

Analysis for Brazil,” Journal of Economic Studies, Vol. 31, No. 2, 129-143.

Lovell, Peggy A. 2000. “Race, Gender and Regional Labor Market Inequalities in

Brazil,” Review of Social Economy, Vol. 58, No. 3, 277-293.

Meng, Xin and Paul Miller 1995. “Occupational Segregation and Its Impact on

25



Gender Wage Discrimination in China’s Rural Industrial Sector,” Oxford Economic

Papers, Vol. 47, No. 1, 136-155.

Neumark, David 1988. “Employers’ Discriminatory Behavior and the Estimation

of Wage Discrimination,” Journal of Human Resources, Vol. 23, No. 3, 279-295.

Oaxaca, Ronald 1973. “Male-Female Wage Differentials in Urban Labor Markets,”

International Economic Review, Vol. 14, No. 3, 693-709.

Park, Jin Heum 1999. “Estimation of Sheepskin Effects Using the Old and the

New Measures of Educational Attainment in the Current Population Survey,” Eco-

nomics Letters, Vol. 62, No. 2, 237-240.

Schmidt, Peter and Robert P. Strauss 1975. “The Prediction of Occupation Using

Multiple Logit Models,” International Economic Review, Vol. 16, No. 2, 471-486.

Spence, M. 1973. “Job Market Signaling,” Quarterly Journal of Economics, Vol.

87, No. 3, 355-374.

UNDP 2006. Beyond scarcity : power, poverty and the global water crisis, Human

Development Report: Palgrave Macmillan.

World Bank 2001. Engendering development : through gender equality in rights,

resources, and voice, A World Bank Policy Research Report, New York: Oxford

University Press.

26



注

(注 1)近年の実証研究の結果からは，ブラジルの労働市場においても少なからず人種差別が

存在することが示唆されてきている。

(注 2)Loureiro, Carneiro and Sachsida (2004)が分析の対象とした期間，ブラジルは高いイ

ンフレ率など不安定な経済状況下にあり，この期間に収集されたデータの信頼性には疑問

が残る。

(注 3)ここでは，男性を基準とした分解を行ったが，女性を基準とした分解や，Neumark

(1988)のように，男女をプールして推定したパラメータを用いた分解を行うことも可能で

ある。ここで男性を基準としたのは，男性は労働市場において属性を正しく評価され,限

界生産力に等しい賃金を得ており，女性が差別により限界生産力よりも低い賃金しか受け

取っていないという仮定に基づいている。

(注 4)たとえば，Jaeger and Page (1996)は 1991年と 1992年の両方に調査対象となったサ

ンプルをマッチングさせて，また Park (1999)は 1991年の CPSが試験的に新旧両方の質

問を行っていることを利用して，このことを示している。

(注 5)賃金格差の要因分解を行うために女性の職業決定モデルの推定結果は必要ないが，男

性と女性の職業決定構造を比較できるよう掲載した。

(注 6)Mincer型賃金関数の推定においては，年齢から修学年数と初等教育に入学する標準的

な年齢を引いた値が経験年数として用いられるのが一般的であるが，PNADでは働き始め
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た年齢に関する情報が入手可能であるため，現在の年齢から働き始めた年齢を引いたもの

を経験年数として用いた。

(注 7)労働手帳（carteira de trabalho assinada）を持っていると答えた労働者を正規雇用労

働者とした。

(注 8)都心部，郊外部，それ以外に区分した。

(注 9)一般的な地域分類に従い，5つの地域（北部，北東部，南東部，南部，中西部）に区分

した。
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図 1: 学歴・賃金プロファイル
対数賃金

修学年数
初等教育 中等教育 大学

大学卒業

中等教育卒業

初等教育卒業
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図 2：職業別・男女の賃金分布の比較 
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表 1: 職業構成を考慮した賃金格差の分解

同一職業内での格差
職業構成の差による

格差

属性で説明される部分
「職業内属性格差」 「職業間属性格差」∑

j pF
j β̂M

j (X̄M
j − X̄F

j )
∑

j(p
M
j − p̂F

j )lnwM
j

属性で説明されない部分
「職業内評価格差」 「職業間評価格差」∑

j pF
j X̄F

j (β̂M
j − β̂F

j )
∑

j(p̂
F
j − pF

j )lnwM
j
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表 3: 職業決定モデルの推定結果（男性）

　管理職 　専門職 　技術職 　事務職 サービス職 　販売職

修学年数 0.461*** 0.836*** 0.332*** 0.252*** −0.030*** 0.150***

(0.009) (0.012) (0.006) (0.006) (0.005) (0.007)

経験年数 0.049*** −0.040*** −0.013** −0.070*** −0.013*** −0.028***

(0.008) (0.008) (0.005) (0.005) (0.004) (0.006)

（経験年数）2 −0.022 0.100*** 0.033*** 0.116*** 0.031*** 0.061***

(×100) (0.016) (0.017) (0.011) (0.011) (0.009) (0.013)

勤続年数 0.076*** 0.026** 0.032*** 0.033*** −0.019*** 0.008

(0.010) (0.011) (0.007) (0.007) (0.007) (0.009)

（勤続年数）2 −0.181*** −0.009 −0.035 0.004 −0.038 −0.031

(×100) (0.034) (0.036) (0.027) (0.025) (0.025) (0.036)

正規雇用 D −0.007 −0.493*** −0.203*** 0.574*** 0.390*** 0.185***

(0.061) (0.064) (0.043) (0.043) (0.036) (0.043)

公務員 D −1.105*** −0.426*** −0.294*** 0.282*** 0.549*** −0.741**

(0.115) (0.103) (0.085) (0.089) (0.078) (0.325)

労働組合 D −0.013 0.023 −0.002 −0.065 0.143*** −0.043

(0.054) (0.057) (0.042) (0.040) (0.037) (0.053)

白人 D 0.430*** 0.257*** 0.244*** 0.168*** −0.239*** 0.051

(0.051) (0.054) (0.036) (0.034) (0.031) (0.040)

黒人 D −0.256** −0.088 −0.022 −0.028 0.126** −0.052

(0.108) (0.106) (0.066) (0.062) (0.050) (0.071)

結婚 D 0.196*** 0.030 −0.114*** −0.327*** −0.139*** −0.222***

(0.060) (0.060) (0.042) (0.040) (0.036) (0.046)

定数項 −3.901*** −8.479*** −3.144*** −2.917*** −0.030*** −4.742***

(0.169) (0.359) (0.223) (0.269) (0.140) (0.716)

その他 産業ダミー・居住地区ダミー
観測数 56758

Pseudo R2 0.310

注：多項ロジット・モデルの推定は製造職を基準とした
　　 ()内の数値は標準誤差
　　***は 1%，**は 5%，*は 10%の水準で係数が統計的有意であることを示す
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表 4: 職業決定モデルの推定結果（女性）

　管理職 　専門職 　技術職 　事務職 サービス職 　販売職

修学年数 0.663*** 1.016*** 0.361*** 0.319*** −0.084*** 0.183***

(0.016) (0.015) (0.012) (0.011) (0.010) (0.012)

経験年数 0.058*** −0.031*** −0.002 −0.034*** 0.043*** −0.029***

(0.012) (0.010) (0.009) (0.008) (0.008) (0.009)

（経験年数）2 −0.082*** 0.000* −0.018 0.029 −0.060*** 0.020

(×100) (0.026) (0.000) (0.020) (0.019) (0.018) (0.022)

勤続年数 0.058*** 0.032** 0.026* 0.021 −0.033** 0.003

(0.017) (0.016) (0.015) (0.014) (0.015) (0.017)

（勤続年数）2 −0.099 0.000 −0.029 0.044 0.014 0.039

(×100) (0.070) (0.001) (0.063) (0.060) (0.063) (0.076)

正規雇用 D −0.126 −0.379*** −0.175** 0.526*** 0.270*** −0.207***

(0.092) (0.081) (0.073) (0.068) (0.070) (0.074)

公務員 D 0.379 0.527* 0.632** 0.676** 1.148*** 0.075

(0.285) (0.276) (0.273) (0.273) (0.272) (0.360)

労働組合 D 0.018 0.037 0.004 −0.249*** −0.188** −0.334***

(0.086) (0.079) (0.074) (0.070) (0.074) (0.083)

白人 D 0.392*** 0.315*** 0.094 0.281*** −0.092 0.194***

(0.077) (0.068) (0.062) (0.058) (0.061) (0.065)

黒人 D −0.498*** −0.270* 0.000 −0.127 0.181 −0.102

(0.174) (0.142) (0.122) (0.116) (0.117) (0.132)

結婚 D 0.188** 0.116* 0.038 −0.216*** −0.010 −0.202***

(0.075) (0.067) (0.062) (0.058) (0.060) (0.066)

定数項 −6.921***−11.294*** −3.305*** −1.776*** 2.336***−26.900***

(0.788) (1.255) (0.894) (0.681) (0.546) (0.513)

その他 産業ダミー・居住地区ダミー
観測数 51650

Pseudo R2 0.487

注：多項ロジット・モデルの推定は製造職を基準とした
　　 ()内の数値は標準誤差
　　***は 1%，**は 5%，*は 10%の水準で係数が統計的有意であることを示す
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表 5: 職業別賃金関数の推定結果

全職業 管理職 専門職 技術職
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

修学年数 0.035*** 0.020*** 0.078***−0.028 0.062** 0.089* 0.003 −0.008

(0.002) (0.002) (0.019) (0.043) (0.031) (0.049) (0.014) (0.020)

初等教育卒業 D 0.037*** 0.037*** 0.065 0.041 0.101 0.122 0.114* 0.115

(0.009) (0.012) (0.109) (0.167) (0.140) (0.183) (0.060) (0.089)

初等教育卒業 D −0.003 0.022*** 0.033 0.071 0.090 0.100 0.013 0.052

×（修学年数-8） (0.006) (0.007) (0.054) (0.097) (0.076) (0.096) (0.028) (0.034)

中等教育卒業 D 0.174*** 0.162***−0.038 −0.106 0.160 0.145 0.209*** 0.117*

(0.014) (0.016) (0.122) (0.209) (0.174) (0.192) (0.057) (0.066)

中等教育卒業 D 0.188*** 0.146*** 0.076 0.108 0.051 0.020 0.109*** 0.073**

×（修学年数-11） (0.008) (0.008) (0.053) (0.089) (0.072) (0.085) (0.027) (0.029)

大学卒業 D 0.118*** 0.092*** 0.035 −0.025 0.166*** 0.185*** 0.123** 0.205***

(0.024) (0.018) (0.071) (0.067) (0.052) (0.033) (0.048) (0.041)

修士・博士 D 0.038 0.092** 0.096 0.144 0.006 0.134*** 0.284** 0.066

(0.039) (0.041) (0.090) (0.127) (0.056) (0.051) (0.137) (0.158)

経験年数 0.023*** 0.013*** 0.041*** 0.013** 0.024*** 0.012*** 0.025*** 0.016***

(0.001) (0.001) (0.005) (0.006) (0.004) (0.003) (0.003) (0.002)

（経験年数）2 −0.031***−0.018***−0.049***−0.016 −0.033***−0.024***−0.033***−0.033***

(0.001) (0.002) (0.009) (0.013) (0.008) (0.007) (0.006) (0.005)

勤続年数 0.021*** 0.024*** 0.027*** 0.017** 0.016*** 0.013*** 0.027*** 0.023***

(0.001) (0.001) (0.006) (0.007) (0.005) (0.004) (0.004) (0.004)

（勤続年数）2 −0.015***−0.031***−0.046** 0.002 −0.012 0.003 −0.034***−0.018

(0.004) (0.005) (0.018) (0.023) (0.017) (0.013) (0.013) (0.013)

正規雇用 D 0.176*** 0.156*** 0.046 0.013 0.133*** 0.060** 0.063*** 0.009

(0.006) (0.006) (0.038) (0.046) (0.036) (0.026) (0.024) (0.020)

公務員 D 0.324*** 0.389*** 0.194*** 0.226*** 0.239*** 0.183*** 0.164*** 0.232***

(0.012) (0.010) (0.062) (0.056) (0.040) (0.027) (0.031) (0.022)

労働組合 D 0.131*** 0.107*** 0.075** 0.085** 0.151*** 0.134*** 0.147*** 0.107***

(0.006) (0.007) (0.032) (0.034) (0.027) (0.019) (0.020) (0.017)

白人 D 0.109*** 0.100*** 0.118*** 0.110*** 0.209*** 0.176*** 0.100*** 0.081***

(0.005) (0.006) (0.033) (0.037) (0.029) (0.020) (0.020) (0.016)

黒人 D −0.021** 0.008 −0.217***−0.011 0.003 −0.011 −0.123***−0.030

(0.008) (0.009) (0.060) (0.096) (0.054) (0.043) (0.032) (0.028)

結婚 D 0.132*** 0.097*** 0.181*** 0.028 0.188*** 0.088 0.137*** 0.059***

(0.006) (0.005) (0.036) (0.032) (0.030) (0.019) (0.021) (0.015)

λ 0.131***−0.332*** 0.275*** 0.311***−0.119*** 0.007

(0.038) (0.060) (0.041) (0.042) (0.038) (0.024)

定数項 0.149*** 0.233***−0.148 2.050***−0.531** −0.864** 0.802*** 0.770***

(0.013) (0.015) (0.153) (0.386) (0.238) (0.345) (0.127) (0.119)

その他 居住地区ダミー・居住地域ダミー
観測数 56,758 51,650 2,557 1,770 3,399 5,779 5,531 5,850

R2 0.54 0.54 0.46 0.43 0.48 0.36 0.43 0.40

注：()内の数値はWhiteによる修正を施した頑健な標準誤差
　　***は 1%，**は 5%，*は 10%の水準で係数が統計的有意であることを示す
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事務職 サービス職 販売職 製造職
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

修学年数 0.028***−0.014 0.017*** 0.012*** 0.040*** 0.026** 0.034*** 0.041***

(0.010) (0.012) (0.003) (0.003) (0.008) (0.013) (0.002) (0.007)

初等教育卒業 D 0.035 0.058 0.047***−0.002 0.047 −0.003 0.017 −0.046

(0.038) (0.045) (0.017) (0.015) (0.035) (0.048) (0.012) (0.028)

初等教育卒業 D −0.015 −0.004 0.007 −0.001 −0.005 0.016 −0.025***−0.037**

×（修学年数-8） (0.018) (0.018) (0.011) (0.009) (0.018) (0.022) (0.008) (0.016)

中等教育卒業 D 0.125*** 0.132*** 0.102*** 0.059** 0.087** 0.010 0.149*** 0.063

(0.036) (0.028) (0.027) (0.025) (0.040) (0.042) (0.020) (0.039)

中等教育卒業 D 0.145*** 0.162*** 0.178*** 0.091*** 0.132*** 0.099*** 0.155*** 0.157***

×（修学年数-11） (0.018) (0.015) (0.024) (0.022) (0.028) (0.026) (0.020) (0.044)

大学卒業 D 0.033 0.026 0.075 0.239** 0.087 −0.032 −0.073 0.282

(0.047) (0.033) (0.115) (0.108) (0.115) (0.089) (0.098) (0.243)

修士・博士 D 0.431** 0.064 0.500** 0.907*** 0.289*** 0.262***

(0.213) (0.216) (0.254) (0.290) (0.094) (0.078)

経験年数 0.021*** 0.017*** 0.015*** 0.018*** 0.023*** 0.010*** 0.023*** 0.005**

(0.002) (0.002) (0.001) (0.001) (0.002) (0.003) (0.001) (0.002)

（経験年数）2 −0.026***−0.021***−0.025***−0.024***−0.033***−0.016** −0.029***−0.004

(0.005) (0.004) (0.003) (0.002) (0.006) (0.007) (0.002) (0.005)

勤続年数 0.024*** 0.025*** 0.019*** 0.021*** 0.019*** 0.030*** 0.019*** 0.027***

(0.003) (0.003) (0.002) (0.002) (0.004) (0.006) (0.001) (0.004)

（勤続年数）2 −0.006 −0.013 −0.017* −0.038***−0.030 −0.062** −0.021***−0.095***

(0.012) (0.012) (0.009) (0.006) (0.019) (0.032) (0.006) (0.020)

正規雇用 D 0.077***−0.012 0.190*** 0.134*** 0.169*** 0.226*** 0.280*** 0.325***

(0.019) (0.014) (0.012) (0.008) (0.019) (0.020) (0.008) (0.021)

公務員 D 0.188*** 0.252*** 0.452*** 0.384*** 0.041 0.668*** 0.378*** 0.850***

(0.033) (0.023) (0.022) (0.016) (0.108) (0.126) (0.025) (0.117)

労働組合 D 0.131*** 0.113*** 0.128*** 0.041*** 0.117*** 0.068*** 0.136*** 0.033**

(0.016) (0.013) (0.011) (0.013) (0.021) (0.021) (0.008) (0.015)

白人 D 0.083*** 0.061*** 0.047*** 0.047*** 0.093*** 0.117*** 0.089*** 0.040**

(0.015) (0.011) (0.011) (0.009) (0.017) (0.017) (0.007) (0.016)

黒人 D −0.015 0.011 0.025* 0.041***−0.084*** 0.017 0.001 −0.030

(0.025) (0.022) (0.015) (0.012) (0.027) (0.039) (0.012) (0.031)

結婚 D 0.132*** 0.095*** 0.095*** 0.110*** 0.154*** 0.100*** 0.111*** 0.026*

(0.017) (0.011) (0.011) (0.008) (0.018) (0.017) (0.008) (0.015)

λ −0.132***−0.281***−0.009 0.130*** 0.059*** 0.017 −0.016* 0.047***

(0.035) (0.020) (0.009) (0.008) (0.019) (0.015) (0.009) (0.014)

定数項 0.560*** 1.095*** 0.328*** 0.175***−0.049 0.175** 0.134*** 0.094*

(0.097) (0.080) (0.024) (0.021) (0.059) (0.084) (0.018) (0.054)

その他 居住地区ダミー・居住地域ダミー
観測数 6,101 9,143 10,951 21,212 4,589 4,208 23,630 3,688

R2 0.50 0.43 0.39 0.31 0.40 0.31 0.39 0.35

注：()内の数値はWhiteによる修正を施した頑健な標準誤差
　　***は 1%，**は 5%，*は 10%の水準で係数が統計的有意であることを示す
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